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●国　保

●後期高齢者医療被保険者数

世帯数　　　　　　　　　　　５，３０９戸
被保険者数　　　　　　　　　９，４５２人
総医療費　　　　　　１８，８１１万９千円
１人あたり医療費　　　　　１９，９０２円 １月１日現在　　　　　　　　５，５８０人

●福祉医療
受給者　　　　　　　　　　　３，４１０人
個人負担への助成額　　１，６４５万０千円
１人あたり助成額　　　　　　４，８２４円

　国民年金、厚生年金保険および共済組合などから支
給される公的年金等については、所得税法上「雑所得」
とみなされ、所得税が課せられます。しかし、国民年金法
等において、障害もしくは死亡を支給事由とする年金に
ついては課税しないこととなっているため、老齢もしくは退
職を支給事由とする年金についてのみ課税されます。
　公的年金等の支払者（厚生労働省・各共済組合）は、
所得税が老齢年金等から源泉徴収されたか否かにかか
わらず、老齢年金等を受けている方々全員に「公的年金
等の源泉徴収票」を作成し、その年の翌年１月３１日まで
に交付されます。
　このため、厚生労働省から委託された日本年金機構で
は、国民年金、厚生年金保険の対象となる年金受給者
の方々に平成２１年分の源泉徴収票を作成し、平成２２
年１月末日までに届くよう、平成２２年１月１５日から順次送
付されています。
　源泉徴収票に記載されている事項は、その年の１年間
に支払われた年金の総額、社会保険料の金額（介護保
険料額、国民健康保険料および長寿医療保険料）、源
泉徴収税額および控除内容となっています。
　なお、６５歳未満で年金の支払額が１０８万円に満たな
い方と、６５歳以上で年金の支払額が１５８万円に満たな
い方については、所得税が源泉徴収されません。

合計額を超える方などは、確定申告（平成２２年２月１６日
～３月１５日までに、住所地を管轄する税務署で受付）を
行うことになっています。この源泉徴収票は、その際に、
添付書類として必要となりますので大切に保管してくださ
い。
　なお、老齢年金等から特別徴収されていない介護保
険料などの社会保険料がある場合は、確定申告を行い、
所得税の過不足分を精算することになります。
　万一、源泉徴収票を紛失された場合や未着の場合等
には、日本年金機構のコールセンター（ねんきんダイヤル）
において源泉徴収票の再交付の受付を行っています。
【電話番号】０５７０―０５―１１６５
※ＩＰ電話・ＰＨＳからは、
　０３―６７００―１１６５にお電話ください。
【受付時間】
・月～金曜日＝８時３０分～１７時１５分
　ただし月曜日（月曜日が休日の場合は火曜日）は１９時ま
　で受け付けています。
・第２土曜日＝９時３０分～１６時
※日曜と第２を除く土曜日、祝日はご利用いただけません。
　　また、来訪による源泉徴収票の再交付の受付、その
　他の年金相談については、年金事務所および年金相
　談センターで受け付けています。お問い合わせ等の際
　は、年金証書の基礎年金番号・年金コードをご用意くだ
　さい。
※日本年金機構ホームページ
　http://www.nenkin.go.jp

老齢給付の受給者に送付

　二つ以上の年金の支払者に扶養親族等申告書を提
出している方や、年金以外に給与等の所得がある方、ま
たは公的年金等の雑所得の合計額が各種所得控除の

確定申告の際に必要
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